別紙３
補助事業変更計画書
１　補助事業者における消費税法の適用（当てはまるものに☑）

納税義務なし　☑
　納税義務あり（□簡易課税制度を選択　□簡易課税制度の選択なし）


２　事業実施期間
　　　令和８年５月１日　～　令和８年９月２０日
３　事業変更の理由
　　　計画時より、食糧等の購入費も事務費も少なく済んだため。

３　事業変更の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費
区分
	事業費
	補助対象経費
	経費負担区分
	備考

	
	
	
	補助金
	補助事業者
負担分
	


	
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	

	食料品又は日用品の購入費
	443,750
	442,250
	443,750
	442,250
	
	
	
	
	

	事務費
	44,000
	40,000
	44,000
	40,000
	
	
	
	
	

	合計
	487,750
	482,250
	487,750
	482,250
	487,000
	482,000
	750
	250
	



交付決定以降の日付で事業を実施した期間を記載してください。


領収書の日付は、全てこの期間内である必要があります。





事業収入（ポイント収入を含む）がある場合は、事業費から差し引いて補助対象経費としてください。








